
平成３０年度 世田谷区 

 介護福祉士資格取得費用の助成事業 

世田谷区では、介護人材の確保及び育成・定着を支援するため、介護福祉士の資格

取得にかかった費用の助成事業を実施しています。 

◆助成要件◆ 

以下のすべての要件を満たす方が対象です。 

① 平成28年度（平成29年1月実施）以降の介護福祉士国家試験に合格し、合格発表後 

3 ヶ月以内に介護福祉士の資格登録を行い、介護福祉士登録証の交付を受けているこ

と。 

② 資格登録後、6 ヶ月以内に世田谷区内の福祉施設や介護サービス事業所に介護職員等

として就労していること。 

※ 助成対象となる就労先は、裏面を参照してください。 

 ※ 研修修了時、既に就労されている方（働きながら研修を受講した方）も対象です。 

※ 労働者派遣法により就労している方は対象になりません。 

③ 資格登録後、②で就労した（している）区内施設等で6ヶ月以上継続して就労中であること。 

さらに、登録ヘルパーの方は、従事時間が180時間を超えていること。 

◆申請の期限◆ 

上記の助成要件をすべて満たした日の翌月から3ヶ月以内が申請期限です。 

（例）すべての助成要件を10月に満たした方の申請期限は翌年1月末日 

※ 郵送の場合は、申請期限内に到着することが必要。 

◆対象経費◆ 

助成対象となる経費は以下のとおりです。 

Ａ) 介護福祉士受験対策講座の受講料（介護福祉士国家試験の合格を目指すた

めの受験対策講座やセミナー、模擬試験などに要した経費）  

Ｂ) 介護福祉士国家試験受験手数料  

Ｃ) 介護福祉士資格登録手数料 

Ｄ) 介護技術講習料（社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和 62 年厚生

省令第 49 号）第 22 条第 4 項に規定する介護技術講習をいう。） 

※介護福祉士実務者研修（介護福祉士の資格の取得に係る試験の受験資格の要件として修了が課せられた研

修）の受講料は、当事業の助成対象外です。「介護福祉士実務者研修受講料助成事業」をご利用ください。 

※登録免許税（平成29年度は9千円）は、当事業の助成対象外です。 

 

 

講座等受講費用と受験

手数料の領収書原本は

必ず保管しておいてく

ださい！ 



◆助成金額◆ 

助成金額は、上記の対象経費Ａ～Ｄの総額の9割（千円未満切捨て）ですが、上限額は以

下のとおりです。 

① 対象経費がＡ～Ｃの場合は、助成上限額は6万1千円です。 

（例）対象経費が4万円の場合、助成金額は9割の3万6千円 

対象経費が6万8千円を超える場合、助成金額は上限の6万1千円 

② 対象経費がＡ～Ｄの場合は、助成金の上限額は11万5千円です。 

（例）対象経費が8万円の場合、助成金額は9割の7万2千円 

対象経費が12万8千円を超える場合、助成金額は上限の11万5千円 

※ 助成金の総額は、平成３０年度予算の範囲内となります。 

◆申請に必要な書類◆ 

① 申請書（区のホームページからもダウンロードできます） 

トップページ ＞ くらしのガイド ＞ 福祉・健康 ＞ 高齢･介護 ＞ 介護保険事業者向け情報 

＞ 介護研修に関する情報 ＞ 平成30年度介護福祉士資格取得費用の助成事業 

② 介護福祉士登録証の写し 

③ 就労状況を証明する書類（申請書の就労証明欄を使用しても可） 

④ 対象経費の領収書原本（宛名が申請者のものに限る） 

⑤ 介護技術講習の修了証明書の写し（対象経費Ｄを申請される方のみ） 

※クレジットカードで支払った場合には、クレジットカード明細書も併せてご提出ください。 

また必要に応じて、カード名義・支払い回数等を確認させていただくことがあります。 

◆助成対象となる就労先◆ 

助成対象となる就労先は、区内に所在する以下の事業所等です。 

① 介護保険法（平成9年法律第123号）第115条の32第1項に規定する介護サービス

事業者がその事業を行う事業所 

② 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第5条の 3に規定する老人福祉施設 

③ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第

123号）第 5条第 1項に規定する障害福祉サービス事業を行う事業所 

④ 児童福祉法（昭和22年12月12日法律第164号）第6条の2の2第1項に規定する障

害児通所支援事業を行う事業所、同法第7条第1項に規定する児童福祉施設 

 

◆注意事項◆ 

・申請書は、黒色ボールペンで記入してください（消せるボールペン不可）。 

・申請書の印は、朱肉を使用する印鑑を使用してください（ネームスタンプ印不可）。 

・申請書を訂正する場合は、二本線で抹消し申請印で訂正してください。 

・国や東京都、他の地方公共団体、公益団体等から同種の助成金等を受けた方は対象と

なりません。 

・勤務先から受講料の一部が補助されている場合は、受講料からその額を控除します。 



◆申請から助成金の受け取りまで◆ 

申 請 者          福祉人材育成・研修センター        世田谷区 

                     

                               

             ①郵送または持参             ② 

 

 

 

                           ③郵送 

                                                  

                           ④郵送 

                

                    ⑤振込 

  

 

 

 

 

 

  

＜ 問い合わせ・申し込み先 ＞ 

〒157-0066 世田谷区成城6-3-10 成城6丁目事務所棟1階  

世田谷区福祉人材育成・研修センター （月～金 8時30分～17時15分） 

TEL 03-5429-3100   FAX 03-5429-3101 

ホームページ  http://www.setagaya-jinzai.jp 

書類審査 

１．申請書 

２．介護福祉士登録証

の写し 

３．就労証明書 

４．領収書（原本） 

５．介護技術講習の修

了証明書の写し 

助成決定 

 

助成決定通知書 

請求書・口座振替依頼書 

請求書        

口座振替依頼書 

助成金支払い 助成金受け取り 

http://www.setagaya-jinzai.jp/

